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経済学研究 34-4
北海道大学 1985.3 

「日本的経営」とその経済基盤

富森鹿児

はじめに

終身雇用制，年功序列制，企業別組合の三つ

をもって「日本的経営」の三種の神器とし，さ

らにこれらに企業内福利厚生を加えて， I~ 日本

的経営』の制度的支柱Jl) とする見方は，所謂

「日本的経営論」におけるもっとも一般的なも

のであるとしても過言ではなかろうh
だが， このような「日本的経営」の把握には

それなりの意義が認められるとはいえ，やはり

以下の二点において，致命的な限界があると L

なければならないだろう。

第一に，このような諸要素は他ならず日本に

おいてこそ，もっとも典型的に観察されるとは

いうものの，実はそれらの真に貫徹しているの

は限定された大企業のみだということである。

例えば，終身雇用制は，新規採用を出来るだ

け新卒者に限定し， これら雇用者が定年に至る

まで原則として離職しないことを主旨とする

が，実はわが国でも従業員1，000人以下の企業

では，新規採用者の凡そ3分の 2が就業経験者

の中途採用によっているのが現実であるばかり

でなくペ 離職率も10人以下の零細企業にあっ

ては，アメリカのそれを上まわっているという

調査結果さえ与えられているのであるむ。

1)安藤喜久雄・石川晃弘 (編)Ii'日本的経営の転機』
有斐閣， 1980年。
2) Clark司 R.The Jaρanese Comρany London， 
Yale Univeisity Press， 1979 (端信行訳『ザ・
ジャパニーズ・カンパニー』ダイヤモンド， 1981 
年〉己
3) Cole， R. Work， Mobility & Particiρation 
Berkley， Unversity of California Press， 1979 .. 

年功序列制にしても， 100人以下の企業で

は，平均して40-44才段階で上昇の頭打ちが現

われておりぺ これは欧米ホワイトカラーの年

令別賃金カーブよりもさらに緩やかであること

が確認されるのである。

企業別組合の組織率が，中小企業段階で如何

に落ち込んでいるかはいうをまたず，企業内福

利厚生も，企業規模が小さくなるにつれで， よ

り貧しくなっていることも周知の事実といって

よL、。

つまり，上記の四条件に恵まれた「良好な雇

用機会」にあるのは多く見積ってもせいぜいわ

が国全雇用労働者の20~25%にすぎないのであ

り円 その意味でも，これら四条件をもって，

「日本的経営」を代表させることには相当の無

理があると考えねばならないのである。

第二に，上記四条件のほとんどが所謂「労使

関係」に関る問題であり，その意味でもこれら

によって「日本的経営」を表示することの限界

が指摘される必要があろう。

もっとも，労使関係が，経営の軸心をなす基

盤たること自体は打ち消し難い。しかし，そも

そも経営とは労使関係によって基礎づけられた

経営組織を主体として，特定の経営戦略を追求

する企業行動までをも含めた総体として把えら

れるべきなのである。

したがって， とくに「日本的経営」がとりあ

げられる場合も， こうした経営組織， 経営戦

略，経営行動等を含んだ経営の総体に即して，

4)安藤他，前掲書。

5 )神代和欣「日本における労働生活の質JIi'日本労働
協会雑誌JI198ゆ年6月。
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真に日本的特長を刻出するというやり方で行わ

れるべきであるといわなければならないのであ

る。

そのような意味で，以下本節では，まず経営

組織に即して，集団主義を原理とする日本的経

営組織の特質を論じ，続いてかかる経営組織に

よって追求される経営戦略及行動の日本的特質

を追跡し，かっかかる経営戦略・行動の日本的

特質が，さらに経営組織の日本的特色に如何に

フィード・パックしていtるかをみていく。

労使関係の「日本的特質」とされる前記四条

件については，上述のような日本的経営組織及

経営戦略・行動を支える上でこれらが如何なる

意味をもっているかをみていく形でふれていく

ことtこしずこし、。

なお，いわばミクロの世界といってよい「経

営」の問題も，実はマクロとしての経済環境の

強い規定の中でこそ存在しているばかりか，反

対にミクロとしての経営がマクロな経済を逆に

規定するというかたちで両者は分ち難く結びつ

いていることが忘れられではならないだろう。

このことを「日本的経営」に即していえば，そ

れはすぐれて日本経済の特質と深く結びついて

いるということであることはいうまでもなし、。

さらにいえば，今日の日本経済が現代の資本

主義経済の特色をその全身にはらんだ，現代経

済の一つのバリアントに違いない以上 I日本

的経営」の問題も，沙くともその今日的形態に

おいては，現代における巨大企業の必然的問題

を反映しているといえなくはない。そうした日

本経済乃至現代経済との関わりに論及しつつ，

合わせて「日本的経営」の功罪をも，本稿後段

では論じていくことにしたい。

I 集団主義一一「日本的経営」の執心一一

(1) C集団主義的組織編成〕日本的経営をま

ず経営組織の側面からみた場合，それを特色づ

ける軸心となるのは I集団主義的組織編成」

をおいて他にはないと考えられる。

このようにいう以上， ここでの集団主義は少

くともさしあたりは普通この言葉が用いられる

場合にイメージされるようなイデオロギー乃至

何らかの価値志向を意味するような文化概念と

しては使われていない。

反対に，それはすぐれて客観的で機能的な組

織編成の方法乃至実態として認識されているの

である。つまり，経営組織の機能上の基本単位

が，欧米型の経営のように個人におかれるので

はなしあくまでも集団におかれるという経営

組織の客観的事実として考えられているのであ

る。

こうした経営組織の機能上の基本単位として

の小集団は，具体的には職制組織における基本

単位としての係，工場における作業班， QCサ

ークルといった種々の形態をもって現われる

が，いずれの場合でも，ここでは職務乃至仕事

の配置が個人レベルで明確化，固定化される度

合が弱く，代りに小集団が集団として担当する

職務・仕事範囲の方が明確化，固定化されるこ

とになることはいうまでもない。むろん，こう

した集団主義的仕事配置にあっても，個人の職

務役割の範囲がそれなりに定められ， しかもそ

うした職務範囲が多かれ少かれ，一定期間固定

化されることは何ら妨げられないし，またそう

した職務範囲の確定固定化をまったくしないで

経営を機能させることはおよそ不可能であると

もし、えよう。

だが，所調集団主義的仕事配置のもとでは，

こうした他人の職務範囲の限界が，その個人が

所属する小集団そのものの職務範囲の限界に比

してはるかに暖昧でしかも時とともにフレクシ

ブルに変えられるものとなっていることが，何

よりの特色となっているのである。

かつて岩田龍子氏がめ， 日本的経営の編成原

理のーっとしてあげた「義務の無限定」は，こ

うした集団主義的組織編成における個人のおか

れた立場をいみじくも示したものに他ならず，

6)岩田龍子『日本的経営の編成原理』文真堂，.1977 
年。
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またかかる経営組織の編成原理の下にあって

は，個人に期待される能力も限定された専門化

された能力で、あるよりも，さまざまに変化する

要請に応えうるより一般的な潜在能力となるこ

ともいうまでもないとすべきであろう。

同様に，集団主義的組織編成を原理とする日

本的経営にあっては，雇用においても特定の限

定された職務に応ずる特定の能力をもった個人

を契約によって雇用するというよりも，多様な

期待に応えうるか，もしくは多様な能力を必要

に応じて開発しうる一般的潜在能力をもっとみ

なされるフレッシュな人材を採用すると、、ぅ型

になるので、あり，この辺から欧米型と日本型を

対比して契約型と所属型に分ける三戸公'氏のよ

うな認識もまた可能となってくると考えられる

のであるわ。

むろん，上記のように集団主義的組織編成が

基本的には客観的な機能上の問題であるという

ことは，そのことが価値志向としての集団主義

文化を不可避の前提とすることをも排除するも

のでないことを付言しておく必要があろう。

つまり，日本的経営における集団主義が，い

かにさしあたりは客観的な組織編成の問題であ

るとはいっても，そのような組織編成がわが国

経営におけるもっとも合理的で妥当なものとし

て選ばれたのは，当然ながらそれを肯定的に受

容し，且そのなかでこそ人々をもっとも活性化

させうる様な集団主義的価値志向がわが国文化

の主流として，厳然と存在していたからにほか

ならないからである。

とはいえ， こうして日本的経営のいわば文化

的背景として存在する集団主義イデオロギーを

「集団の利害を個人のそれに優先させる集団中

心(集団優先)の考え方」8J として把えること

は，イデオロギーと，してこの個人主義をその反

対に「個人の利害を集団の利害に優先させるの

7)三戸公「組織の日本型モデ、ルと欧米型モデル」演
口恵俊・公文俊平(編) 11日本的集団主義』有斐
閣， 1982年。
8)間宏『日本的経営一集団主義の功罪』 日本経済新
開， 1971年。

が当然だとか正当だとする個人中心(偲人優先)

の考え方」として把えることと同様に，極めて

ミスリーディングな理解としなければならない

だろう。わが国の集団主義イデオロギーは， ご

く特殊な場合を除いて，集団の利害を個人のそ

れを犠牲として優先するようなものでなく，む

しろ個人の利害を集団の利害と相伴うべきもの

として，前者を後者に一体化させる価値志向と

して把えるのがより真実に近く，また欧米型の

個人主義も，集団に対抗する個人の利害の主張

といった狭い理解では到底及びえない内容があ

ると考えられるからである。

それはさておき，客観性としての集団主義的

組織編成は，やはり一定の集団主義的価値志向

が大勢となる文化的風土のなかでしかより良く

機能しえないことは確かで、あり，その限りで，

日本的経営の軸心としての集団主義も，究極的

にはこうした客観的組織編成のありようと経営

風土なり経営文化といったものとの両面におい

て把握されるべきということになろう。

しかも，こうした内容で、の集団主義こそを日

本的経営の軸心とするのは，この地点に立って

こそ他の日本的経営の諸特質の必要性がよりよ

く把えられるばかりでなく，同時にまさしくこ

うした集団主義こそ，大企業・中小企業の別な

く，その普遍的一般的存在がわが国において広

く確認されうるからにほかならないということ

がでトきょう。

(2) C集団主義的意志決定〕日本的経営の組

織編成上の基本原理である集団主義的仕事配置

は，当然のことながら経営活動の全般を覆う。

かくて，経営の各段階でなされる意志決定もら

またかかる経営活動の一環である以上，集団主

義の原理はこれを把え，ここに集団的意志決定

が日本的経営におけるいま一つの特長的な側面

として現われることになる。

所謂，裏議制や諸種の根まわし，ひんぱんに

且時として長時間にわたる諸種の会議等は，か

かる日本的経営で特に特徴的な集団的意志決定
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の具体的道具立てというべきものであるが，同

時に集団的意志決定のいわば一つの必然ともい

うべき意志決定の分権化が注目されるべきであ

ろう。

なぜならば，意志決定の集団主義とし、う場合

の集団は，当然もっとも範囲を広げれば企業組

織全般に及ぶことになるのであり，その限りで

ある種の意志決定は，組織全般に拡散されるこ

とになるからである。

欧米型のトップ・ダウンに対して， 日本的経

営における意志決定がボトム・アップであると

しばしばいわれるのは，日本的経営における意

志決定の上記のような分権化の傾向を把えた上

でのことであることはいうまでもない。

だが，意志決定集団の経営組織全域への拡散

ということは，せいぜ、い下部に一部の意志決定

を移譲することを意味するにすぎず，当然，経

営組織の上層を意志決定集団の中枢として位置

づけた上でのことであるにちがいない。

したがって，現象として現われる意志決定の

ボトムアップも，実は経営上層によってあらか

じめ枠づけられた限界内での，いわば「縮み志

向」の中でのものでしかないことが忘れられて

はならないだろう。

意志決定の拡散と分権化がこのような内容の

ものである以上，それは組織構成員による組織

過程全体に対する積極的協調に支持されない限

り円滑な機能は望めず，そうした協調を欠いた

場合，分権化が却って組織的混乱の要因となる

可能性もまた潜在していると考えられよう。

このような潜在的可能性が現実性に転化する

ことなく， I日本的分権化」がともかく順調に

機能している背後には，やはり集団と自己を一

体のものとして受け入れ。る，一定の自己抑制を

伴った集団主義文化が経営文化として定着して

いることを認めることができょう。

同時に，そこにはかかる構成員の協調をひき

出しうるような一定の物質的条件も不可欠であ

るといえるカミもし;hない、。

企業の成長，そしてなかんずくそうした企業

成長の成果が，下部をも含め経営構成員全体に

よって享受されうるような構造上の条件が， こ

うした物質的条件として浮び上ってくることに

なるが，その辺の詳細は， さらに本稿後段にお

いてとりあげることにしたい。

(3) C集団主義のその他の諸側面〕集団主義

をして個人利害に優先する集団利者の尊重とし

て理解する先にみたようなミスリーデイングな

集団主義概念の把握に関連して，集団主義を本

質的に反競争的なものとして理解する誤りが一

部に認められる。反競争的なイギリスの労働者

世界を集団主義的とし， より競争的な臼本の労

働者世界を個人主義的とする態沢誠氏の叱 奇

妙に倒錯した議論はこのような誤解の一つの典

型ということができょう。

事実，集団主義それ自体は何ら競争を排除す

るものでないばかりか，むしろそれは競争をも

集団主義的に創出することになる点が留意され

るべきであろう。

例えば，集団主議的編成原理の下にある日本

的経営にあっては，個人間の競争と並んでト，小

集団聞の競争が督励されることになり， これが

組織活性化のインセンテイブとして導入される

ことになる。

むろん， こうした集団間競争の意識的導入に

よって個人間競争が直ちに排除されることはな

い。だが，そもそも仕事配置そのものが集団主

義的になされている日本的経営においては，個

人間の競争結果を，個人のノミーフォーマンスに

即して明r確に確認する道は始めから半ば閉ざさ

れでも、る。したがって，個人間競争も，多小の

暖昧さを免れ難い個人のパーフォーマンスを基

準とするだけでは不足で，同時に個人の集団へ

の協調貢献というそれ自体極めて集団主義的な

基準に即しでも行われることにならざるをえな

いのである。

だが，かかる集団への協調貢献の度合の如き

は，マニュアルの1明確な個人のパーフオーマン

9)熊沢誠『日本の労働者像』筑摩書房， 1984年。
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スが一応客観的明示的に結果するのに対し，そ

れ自体が厳密には明示化されえない難点をもた

ざるをえず，加えて上司の主観にも左右されや

すいかかる基準に即した個人間競争の督励をあ

まりに強調しすぎる場合には経営の効率的運営

が却って回害されることにもなりかねない。

日本的経営にあっては，個人間競争も年功序

列制という秩序の枠内でしか行われえないこ

と，そして個人間競争と並んで集団間競争が一

層強調されることになること等もh こうした関

連において理解すればその意義がより明確とな

るということもできょう。

ところで， 日本的経営が集団主義を軸として

編成されていることは，上記のような企業内競

争のありょうばかりでなく，他の諸点にもさま

ざまの影響を及ぼさざるをえなL、。

たとえば，諸種の小集団の活動を基盤とする

大小の集団の機能が企業経営の死活を制するこ

とになるため，このような集団を如何によくと

りまとめ，且そうした集団の集団的活力を如何

に効果的に引き出しうるかが，当然， 日本的経

営において期待されるリーダシップの基本的要

件となる。欧米型経営と日本的経営においてそ

れぞれ期待されるリーダシップの型を tech-

nical skil1と socialskil1とによって x'I比;し
ようとする試みもこうした関連によるものであ

ることは明らかであり 10〉，また TheArt 01 

Ja仰neseManagement (New York， Simon 

and Schuster 1981 本書の訳書(深田祐介訳)

は， 肯定否定のミスを含めて百を超える誤訳を含んで

おり，到底利用に耐えない) においてパスカル，

エートスによって示されたジエニーン(1TT) 

と松下幸之助(松下)の対比も， この点を具体的

に示すものであることはいうをまたなL、。

さらにまた，集団主義的経営にあっては，既

述のように個人レベルの専門化の否定が却って

その前提的基盤となるのだが，このことに代っ

て集団レベルの専門化がわが国経営では進めら

れること，そうした意味でも， 日本的経営の集

10)岩田，前掲書。

団主義が認められるところにも注意を喚起して

おくべきであろう。

とくに，かかる集団レベルでの専門化の最た

るものとして， 日本では一つの企業そのものが

特定産業分野に専業化する度合が極めて高い点

が注目される必要があろう 11)。

欧米， とりわけアメリカの巨大企業が，多角

化・コングロマリ γ ト化によって短期的収益極

大化のあらゆる方策を追求しようとする傾向が

強いのに対し，わが国では企業による多角化も

やがて新部門の別会社化に結果し，一企業それ

自体は出来る限りその専業性を継持しようとす

ることが多いからである。

こうした違いが何によるかは必ずしも簡単な

問題ではなL、。例えば後述するような経済環境

の相違もかかる問題の背景にあることは否めな

いだろう。また，わが経営における集団主義的

運営そのものが，その効果的運用のために，一企

業内での多様にして異質な分野の包摂を忌避し

がちとなると lいうことも他の背景として考えら

れよう。その意味でもこの問題は次に取り上げ

る集団主義的経営の補強装置の中に加えられる

べき性格をもっているとすることもできょう。

(4) (集団主義的経営の補強装置〕すでにみ

た通り，所謂日本的経営の三種の神器(終身雇

用制，年功序列賃金，企業別組合)及びそれに

企業内福利厚生を加えたものは，大企業におけ

る「良好な雇用機会」をあらわすものとはなり

得ても， 日本的経営の一般的軸心とは到底なり

えないものである。だが，このことは，それら

がたんに「良好な雇用機会」の内実を示すに止

まらず， より以上に日本的経営の集団主義の効

率的機能を助けるべき補強装置となっているこ

とを何ら否定するものではない。

たとえば，終身雇用制といわれる日本型の長

期安定雇用制一一中途採用でなく，新卒者採用

を，採用の基本原則とし， しかもこうして採用

された、従業員、を出来る限り停年まで企業内

11) Clark， R. ibid. 
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にとどめようとする雇用制度一ーは，集団主義

的経営を支える上で不可欠とも:いえる会社共同

体の育成，その中での個々の従業員の会社との

一体感の強化によって，この上ない補強装置た

りうることは否定すべくもないというべきであ

ろう。

従業員の離職がひんぱんになされ，それ故に

個々の従業員の会社との一体感が弱く， しかも

そうした従業員によって構成される小集団が比

較的顔なじみのうすい者同士によって作られね

ばならないような条件の下で，集団の集団とし

ての機能を円滑かつ活発に組織することは恐ら

く容易でなく， しかもその点は社内でのローテ

ーションを一一それも集団主義のより良い機能

のためにこそ一一広く行わなければならない大

企業にあっては，ほとんど致命的ですらありう

ると考えられるからである。個人雇用における

契約の明確を誇り，それ故にひんぱんな人の交

代に対する抗性も強いといわれるアメリカの大

企業にあってさえも， non-layo任 と長期安定

雇用は， 従業員の loyality と志気を高めるに

プラスするといわれている程なのであり，向ま

して大小の集団のティーム・ワークの良さによ

って専ら支えられなければならない日本的経営

におけるこの制度の根の深さは推して知るべし

であるといえよう。

年功序列制と集団主義経営との必然的関連に

ついては，すでに集団主義的競争の問題にから

めてある程度ふれた。ここでさらに敷桁してい

えば，要するに①個人の仕事マニュアルが不明

確である日本的経営では，厳密な職務，職能給

は始めから不可能なこと，②日本的経営におい

て個々人に期待される幅広い一般能力自体が年

功とともに上昇していく側面がたしかにあるこ

と， とりわけ特定企業内での socialskill の

体得には一定の年功が事実上l不可欠であるこ

と，③さらに，集団主義的秩序の維持にとって

12) Ouchi， W. Theory Z Massachusetts， Adison-
Weslay Publishing Co. 1981. (徳山二郎監訳
『セオリ -z~ CBSソニー， 1981年〉。

も，一定の階層性の秩序は不可欠であり， しか

もそのなかでは誰しもが年功とともに階層の階

段を昇っていけるとL、う年功序列制がもっとも

無難で且有効でありうること等を両者の必然的

関連をつなぐ契機として考えることができるだ

ろう。

すでに労働経済学者によって明らかにされて

いる通り 13)企業の長期安定雇用制によって主

として支えられる閉鎖的な労働市場の下にあっ

ては，企業別組合はいわば不可避の必然なので

あり，またこうした企業別組合が却って会社共

同体の強化を助けていることについてもすでに

多くの指摘があり， ここでさらにくり返すまで

もないといってよかろう。

住宅，医療，スポーツ施設，その他による企

業内福利厚生が企業共同体造りの有効なテコで

あり， これによって集団主義的経営の機能の円

滑化が助けられうることは， これよりさらに歴

然としているということができょう。

以上，要するに従来とかくそれ自体が日本的

経営の軸心であるかのごとく誤解されてきた四

要素も， こうして日本的経営の真の軸心たる集

団主義の補強装置として把えなおせば，その意

義が一層明確となるのである。

また，所謂中小企業にあってこれら四要素の

存在が覚つかなくなることの意味についても，

実は中小企業では， これらを導入するに必要な

物質的条件を欠いているだけのことであるこ

と，だからこそ中小企業でも，これらが経営の

目ざすべき理念乃至ターゲットとして生きてい

ること，それにも拘らず，中小企業では企業規

模それ自体の小ささに助けられて，四条件に代

る他の要素(家族的雰囲気等)に依って集団主

義の円滑な機能がはかられうる条件があるこ

と1ペ等をみることによって， より適切にこれ

を理解する途があるということができるのであ

る。

13)平垣次「日本型企業別労働組合讃美論JIi中央公
論~ 1977年3月号。
14)富森度児「中小企業と日本的経営JIi中小企業信

用保険公庫月報~ 1983年2月。
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五 「思本的経営jの経営戦略

前節wごみた日本的経常における集密主義的組

織綴戒は，たしかにB本的経営の韓心であり，

襲撃であるに違いないが，所謂日本的経営の特

質は，むろんこのことでつきるものではない。

組織編成の基盤におけるお本的特費は，当然

ながら糠営の諜好動， とりわけ経営戦略におけ

る日本的特賞に結果せざるをえないからであ

る。

そうした，経潜戦略レベルにおける日本的経

営の特質として， -:1::ず環撹適蕗における日本会

の独特!のパターンを考えることができょう。

最近の労作 f日米企業の経営比較J15)

連によれば， こうした意味での日本企業の経営

戦略上の~殺的:待費は，米間企業のそれの機動

的資濯展開に対して，異名壊的資際展開と

議されることになる O

に，米関企業が濠境変化への適Fちにあ

たって，少くとも一般的傾向としては， TOB 

による成長部門の買収， i氏収説部門の売却等を

還して，機敏且機動的に対応しようとするのに

対し，わが関では，企業費収のごときはほとん

どみられず，また低収援部?うからの撤退札

「人的資憾の塁走1誌のためにい…きわめて爵難
句ある J16)ため，諜境適応は内部の人的資源の

再開発，活性化による綴続的，漸進的なものと

ならざるをえないというのである O

いいかえれば，米国企業が，企業組織の謡音f)

分私 必要警に応じて， (現実〉資本市場におけ

る比較的自由な売買を還して取り る"、つ

てみれば欝み木細工かブロック建築のようなタ

イプとなっているのに対し，わが間企業では，

長期安定襲用下の人的資擦を組織内に全磁器に

抱えこんだまま，これを内郊で移動さぜ，ll.こ

れによって組織全体な変裂させていくいわばア

15)加護聖子忠男・野中郁次郎・機際清則・奥村殿博
ず日米金妻美の経営比較2日本経済新聞社1983年。

16)加緩聖子他前掲議。

メ…バのようなタイプとなっているとすること

ができ?るのである。

いうまでもなく， このような累積的資源展謂

が可能なためには，企業内の人的資癌自体がそ

れに対する適応力を持っていなければならな

い。前節でみたような日本的経営における築毘

主義的組織編成が，従業換に個別の特殊能力よ

りも，あらゆる要誇に応えうる一般的能力会期

待し育成するとしづ状記は， まさにかかる意味

での累積的アメーバ的企業の環境瀧応パターン

に漉応力のある人的資源確保の方式含示すもの

ということができょう。，

個々の人材に溝在的一般的能力が期待される

だけではなく，そのような人材をある程度ゆと

りをもって権保しておくことも， このよう

穣的資蝶展諸においては不可欠となるo なんと

なれば，さまざまの環壊変化の可能性に内部資

諜の膝揮のみで備えるには，やはりギヲギリ

杯の人材構成では覚つかないことははっきりし

ているからである。

先にあげた f日米企業の経営比較jlわ 'iJ~引用

している， 松下孝之助の f〆ム経営J8)

や，稲川博遇、民(レナウン社長〉の「健全な赤

字部門J19)を敢えて歓迎する経営識は，まさし

くお本的経営のかかる鱒閣を表現している典製

例であることはいうまでもなかろう。また，企

業が抱える製品ポートツオリフ?についても} 日

本の企業が市場成炎率も低く且自らの製品が占

める?ーケットシェアも低い負け犬部門や，市

場成長率は高いが自らの製品の点める γ ーケッ

トシェアは低い問題沼部門を比較的多く抱える

傾向があるく前については米の14.9%に対し

て日三本は22.9%，後者については米18.2%に対

17)やや災るコンテダストがあるが， 非営利型金書長を
アメーパ却にたぞらえるアメ y
カもある。はなはだ示唆的である (Unt記rman& 
Davis， Strategic Manage剤師t01 Notヅ0ト
profit Organizations， New York， Pra邑g記f
Publish母rs.1984. 

18)松下索之助『実践経営哲学 PHP.1978年。
19)加護野低客寄掲番。
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して日本19;5%)叫という事実も，ある程度の

スラックを企業内に包摂することを不可欠とす

る日本的経営の一つの必然と考えて良いだろ

う。

なお， 日本的経営の経営戦略としては，以上

のような環境適応のパターンにおける特色にと

どまらず， この他にも人的資源重視型や21〉，短

期収益率よりもマーケ γ トシェアを経営目的と

して重視する長期生存志向の如きものが22う し

ばしば指摘されていることは周知の通りであ

る。

だが， このような日本的経営戦略の他の諸特

質も，実は上述の累積的アメーパ的環境適応の

パターンと深く連動していることについてはこ

とさら多言を要すまL、。

内部の人的資源を重視すればこそ，環境適応

も一一仮にそのためにより以上の時間を要しよ

うとも一一企業内の人的資源の漸進的展開に依

ることになるし，逆にこうした資源展開自体

が，人的資源の多様な能力開発を企業内で行う

ことを可能としていることはあまりにも明瞭で

あろう。

また，短期収益率を経営目標として重視しな

ければならないとすれば，上記のような比較的

機動性に欠ける環境適応パターンに頼っている

わけにいかないこともいうまでもない。

さらに，多様な人材展開を行い人的資源を重

視するためにも，長期展望に立って，企業その

ものの勢力範囲一一一マーケヅトシェアーーを，

次第に広げていくことが不可欠の戦略とならざ

るをえないといえよう。

ついでにいえば，我々が前節でみたわが国企

業の企業としての専業化志向も， ここでみてい

るような一連の経営戦略の諸特質と密接に関連

しでいると考えることができるかもしれない。

20)加護野他，前掲書。
21) Gibney， F. Miracle by Design Toronto， Fit-
zhenry & Whiteside， 1982. (徳山二郎訳『キュ
ーキャピタリズムの時代~ TBSプリタニカ 1982

年。
22)加護野他，前掲書。

なぜならば，内部の人的資源の展開再開発に

よって環境変化に対応しようとする以上，企業

が取扱う事業領域をあまりにも多様化させるこ

とは必ずしも適切でないとも思われるからであ

る。

いくら，人材自体が多様な要請に応えうるよ

うな一般的能力をもっているとしても，予想さ

れる転用の幅があまりに広すぎる場合には，固

定化された人材源がそれらすべてに応えていく

ことはやはり容易でなく， したがって人材転用

をスムース且効果的に行いうる範囲に企業の事

業領域をあらかじめ限っておく方が， ここでは

より賢明と考えることができるのである。

m l'日本的経営」の経済基盤

日本的経営に関る諸問題は，さしあたりは個

別経営に即して観察されうるものであり，その

限りでそれはすぐ、れてミクロ的な問題領域に属

すものである。だが， こうしたミクロ的な日本

的経営の諸特質は， ミクロの総和でもあるマク

ロの日本経済の特殊な構造に結果せざるをえな

いばかりでなく，逆にかかるマクロ経済の諸条

件によって規定されざるをえない関係にあるの

であり，そうした両者の密接な連動関係を把え

ることが， 日本的経営ばかりでなく日本経済の

特殊構造のより深い理解にとっても不可欠であ

ることが強調されるべきであろう。

(1) C資本市場と日本的経営〕前節でもみた
通り， 日本的経営の経営戦略は，短期的収益率

の高低には直接拘束されないところに際立った

特長をもち，このことが累積的アメーパ的環境

適応をも可能としているのである。

このように短期的収益率が必ずしも中心的な

経営目標とならないという日本的経営の一般的

傾向は，当然ながらわが国資本市場とりわけ株

式市場における周知のいくつかの構造的特質に

よって可能とされているのである。

第一に，わが国では株式の配当率が，一般的
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各国配当率の推移

(%) 

50J/// “ 

40~ 1-.::0 j 11 _..t.. ¥ _......， ，1 (アメリカ)//¥ J 

制 ¥fJ ゾ
‘' 

10 

67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 87 78 79 80 81 82(年)

通産省「世界企業の経営分析」より作成

日米企業の配当政策

一押主主同宣配当
1973 3.21 1.50 13.0 6.00 

1974 3.34 1.60 8.0 5.50 

1975 3.17 1.60 7.5 5.00 

1976 4.12 1.70 11.7 6.00 

1977 4.79 2.10 12.1 6.00 

1978 5.39 2.50 14.3 6.00 

1979 6.20 2.75 20.1 6.00 

1980 6.65 2.95 23.2 7.00 

加護野他前掲書105頁より。

にいって際立つて低い。例えば，上図によって

も知られる通り，わが国企業の配当率は過去15

年間おおむね10%前後で推移しており，これは

西ドイツの15%たらず，イギリスの18%前後に

比しでも低いばかりでなく，アメリカの40%前

後と比較すれば，際立つて低いことが明らかな

のである。

第二に，わが国では株式配当率が比較的問定

化される僻向があり，その点でも配当率自体が

とりわけ変動的なアメリカとの相違が目につく

ことがわかる。この点は，さきの図によっても

充分うかがわれるが，さらに上表に見るような

GEと日立といったほほ、性格の共通する企業の
配当政策の明瞭な相違によっても追認されよ

う。

つまり，この表によって知られる通り， GE 
では，配当率の上下は，利益率そのものの上下

と密接に連動しているのに対し， 目立ではこれ

がない。いし、かえれば目立では利益の上昇が必

しも株主に直接には還元されていない。

むろん，これもしばしば指摘されているよう

にこうした日本企業の配当政策が認められる

からといって， rこのことは， 日本の企業が株
主の利益に反した行動をとっていることを意味

するものではないJ23)。たしかに， 日本の株主

は，配当という形で直接的に報われることは少

いが，その代りにここでは株式価格の一貫する

上昇傾向によって株主がキャピタル・ゲインに

めぐまれる機会が多く，そのことが低配当を補

って余りある株主への利益還元となっているの

は事実だからである。

だが，こうして株主にとっては，配当であろ

うとキャピタルゲインであろうと，それなりの

投資利益の回収の道があれば同じことであって

も， このことは当該企業にとってはやはり重大

な違いがあることが見のがされてはならないだ

ろう。

つまり，少くとも配当は企業利益から直接支

払われねばならないのに対し，株主のキャピタ

ルゲインは，結局資本市場自体によって支払わ

れるのであり，企業が直接負担しなければなら

ないものはここでは何もないのである。かくて

また，低配当の故に短期収益率の極大化目標に

ふりまわされないですむという日本的経営にと

っての恵まれた環境条件は， このことによって

もいささかも損なわれることはないのである。

そして， このことによって，先にみた日本企業

の累積的アメーバ的環境適応が可能とされるだ

けでなく， r企業の成長， そしてなかんずくそ
うした企業成長の成果が，下部をも含め経営構

成員全体によって享受されうるような構造上の

条件J(本稿120頁)も保障され，且これによっ

て日本的集団主義のより円滑な機能も可能とさ

れるということができるのである。

23)加護野他，前掲書。
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もっとも，配当率が相対的低位で且利益率と

の相関も強くないというわが国の状況の背後に

は，株式市場の現象的特質にとどまらないより

大きな背景のあることも見落されてはならない

だろう。

つまり，わが国ではアメリカにおけるような

ひんぱんな企業買収の動きがなく，そのために

「テイクオーバーの脅威J24)に備えて株価を引

き上げ，そしてまさにそのために高配当を維持

しなければならない客観的圧力がほとんどない

とか，さらにはアメリカにおけるストック・オ

プション(経営者による自社株買入選択権)の

ように，経営者をして直接高配当政策をとらし

めるようなインセンテイブシステムもないとい

ったことが， さらに背後の問題として認められ

るカミら、で、ある。

要するに， ことはたんに株式市場や企業の低

配当政策というレベルに止らず，いわば現実資

本も含めたレベルにおける資本市場の閉鎖性と

いったことに関連しているのであり，その意味

で問題はわが国の法人資本主義的構造全般に闘

ってくるとL、うことができょう。

(2) (法人資本主義と「日本的経営JJ上に
みたように， 日本的経営は，直接には一般的な

株式低配当という客観条件に支えられ，後者は

また企業売買がめったに行われたいという資本

市場の閉鎖性によって支えられている。そして

このような資本市場の閉鎖性こそは，株式の法

人間持合を軸としたわが国の法人資本主義的構

造によっで主として規定されていることはいま

や否定すべくもない。

なぜならば，周知のごとく法人間の持合合計

が一定比率 (20-30%)に達することによって

企業集団が形成されていることが，所謂法人資

本主義の内容なのであるが，実はこのような関

係が基本的に確立している条件下では企業集団

内の企業を，何らかの外部資本勢力が買収する

可能性自体が始めからほぼ奪われているのであ

24)加護野他，前掲書。

り，だからこそわが国では「テイグオーバーの

脅威jがないことが明白だからである。

さきに， 日本的経営の基盤が，究極的にはわ

が国の法人資本主義的構造につながるといった

ことの意味は，まさにこのようなことなのだ

が，実は同様のことがやや異ったコンテクスト

で，中谷厳氏によってもかつて論証されている

ことを付言しておくことがさらに有意義であろ

う25)。すなわち，中谷氏によれば，次のような

諸事実が，わが国では明白に確認できるという

のである。

①「資本自由化を契機として，国際資本市場

からの脅威が強まり，日本の企業はグループ内

の株式相互持合いの強化を通じて，いわゆる株

主安定化工作に乗り出したj26)。

②「安定的な法人株主は，企業の配当政策や

株価の如何にかかわらず，株式の売買に無関心

であり，そのせいか企業集団に所属する系列企

業の配当率は独立系企業にくらべると 2-4%
も低いことがわかる J27)。

③「独立系の企業が高い配当率を維持するの

は， ク守ループ化による株式相互持合が進んでお

らず，株主重視の政策をとらざるをえない」の

に対し「他方，系列企業の場合は，系列を支え

る都市銀行が存在しており，必要な資金は銀行

借入を通じて調達することが可能であったJ28)。

④「重要なことは，系列企業の利益率が低い

にもかかわらず，平均給与では独立系よりもか

なり高い(傍点原文)という点」であり， しか

も 1このような従業員重視の分配政策は， 個

々の企業が，株式相互持合いやグループ内融資

関係の緊密化を通じて，資本市場の脅威や圧力

から自由になってはじめて実行できたのであ

るJ29)。

中谷氏自身，以上の確認にもとづいて「結

局，企業集団形成と従業員重視の日本的経営は

相互に密接に関連しているという認識， 日本的

経営存続のためには企業集団の形成維持が不可

25) -30)中谷巌「日本経済の『秘密』を解くカギ
『エコノミスト~ 1983年2月15日号。
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欠であるとL、う認識を持つことが，さしあたっ

て何よりも重要なのである j30) と結論づけてお

られるのである。

かくて，企業集団形成を基礎とする法人資本

主義の日本的経営に対す?る基盤的関係は，ここ

にさらに一層明白となったとしてよさそうであ

る。

(3) C労働市場と「日本的経営jJ日本的経
営における集団主義的組織編成及それに基礎づ‘

けられた累積的アメーパ的環境適応は， さきに

もみたように，長期安定雇用制にもとづく人材

の企業への長期固定化を不可欠の前提とする。

しかも， こうした要請は，企業規模が巨大化す

るにつれ一層強まるとみなされねばならおい。

かくて， 日本的経営は， とりわけ大企業周辺

における労働市場をより閉鎖的なものにする方

向に機能することになり，反対にこのような労

働市場の中では「専門家を外部からリクルート

することが困難であり j31う したがってアメリ

カ企業のような積み木細工型の機動的環境適応

ができず， ここからも累積的アメーパ的環境適

応という日本的経営戦略が必然化されることに

なる。

同時に，労働市場の閉鎖性は，前述のような

資本市場の閉鎖性によっても助けられていると

みることができょう。

なんとなれば，既述のように資本市場の閉鎖

性によって低配当政策が可能とされているので

あり， しかもこうした資本市場からの圧力が弱

いからこそ，アメリカ企業にみられるような比

較的ひんぱんなレイ・オフも不必要となり， こ

れがまた労働市場をより非流動的にする要因と

なっていることが明らかであるからである。

以上， 日本的経営は，資本市場の閉鎖性とこ

れを基礎づけるわが国の法人資本主義的構造，

そして大企業を中心とした労働市場の閉鎖性と

いった経済基盤と密接に関連している。そし

て， これらの総体によってこそ日本資本主義の

31)加護野他，前掲書。

特殊性が，もっとも明瞭に示されう;ると考える

ことができるのである。

N 1日本的経営Jの功罪と今後の展藍

(1) C功罪〕以上本稿で展開してきた様な日
本的経営は，近時その効率性を評価する角度か

ら取り上げられることが多かった。これらの議

論は，それなりに真実をついていたことも事実

であるが，実は日本的経営も，これを子細にみ

れば功罪相半ばするとせざるをえないといえよ

う。

たしかに，欧米型の経営に対し， 日本的経営

では技術革新投資が深刻な労働問題を伴うこと

なく比較的容易になされうること，広範囲な従

業員が諸決定に参加することによって，考えら

れる諸種の可能性を考慮したより確実な決定が

なされうること，個人の義務の無限定の故に穴

うめ配置が容易であり，欠勤による効率低下に

対する抗力もそれだけ強くなりうること，総じ

て「継続的な変化への適応能力をも」ち「一つ

のアイディアの洗練に適しているj32)等そこに

はメリットも多く，事実高度成長下にはこれら

の「日本的経営」の利点が働いていたことも否

定しがたいところである。

だが，利点の裏側には当然欠陥もある。例え

ば， 日本経営の集団主義は，本当のスベッシヤ

リストを育てるに弱く 1このことの故に， 真

にオリジナルな基礎的技術については対外依存

を容易に脱し切れないという弱点をなお根強く

残している j33) こと， この面が累積的アメーパ

的な環境適応ともからんで， 1大きなブレーク・

スルーを生み出すことが難しいという弱みj34)

につながっていることがあげられよう。

さらに，累積的アメーバ的環境適応それ自体

が「急激な構造的変化への適応j3"J を難しくし

32)加護野他，前掲書。
33) 宮森度児「法人資本主義と『日本的経営~J ~エコ

ノミスト~ 1982年3月16日号。
34)加護野他，前掲書。
35)加護野他，前掲書。
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ていること，且こうした環境適応パターンを可

能とするためには，前にもみたように一定の

「組織スラック」を企業が常にある程度かかえ

こむことを不可欠とするのだが， これも度を越

せば当然「非効率な資源配分につながる」的こ

とにならざるをえないこと等が認められよう。

このほか， 日本的経営はアメリカのそれに対

して非常に大規模化した場合に弱点をもっ傾向

があるとの実証的研究結果も出されている向。

これなども日本的経営が機能の明確な個人の組

織的結合であるよりも，集団的アメーバ的統合

を組織編成の基盤としているゆえ，必然的に，

zたきなミ身体、では動きがとれなくなるためと
も考えられよう。

いずれにせよ，上記のような功罪のいずれの

面が， より強く表面化するかは，まさに客観条

件次第ということができ，その意味でも客観条

件の今後の変化と，それが日本的経営に及ぼす

影響を展望しておくことが必要となるといえる

だろう向。

(2) (展望〕だが，上にみたように，客観条

件と日本的経営の変化を展望することは，それ

が内外の実に多様な要素と関っているだけでな

く，企業の主体的対応の如何によってもさまざ

まに変りうるのであるだけに，決して容易でな

いこともL、うまで、もない。

そこで， ここで、は考えられうる客観条件の変

化のいくつかをあげ，そのなかでの日本的経営

における変化の可能性について，少くとも問題

を考える方向性のようなものを示すにとどめお

くことにしたし、。

予想される客観条件の変化のうち第ーは，経

済の低成長，高令化社会の到来，若年層の意識

変化等，主として日本経済に内在的なものにお

ける変化である。しかも， これらについては，

36)加護野他，前掲書。
37)伊丹敬之『日本的経営論を超えて」東洋経済， 1982

年。
38)その他の日本的経営の功罪については， 前掲宮森
28)を参照されたい。

すでにここまでに相当程度論じられており，あ

らためて付け加えるべきこともそう多くはな

い。たしかに，上記の変化はすでに確実に起り

つつあり， これらが少くとも終身雇用制や年功

序列制のある種の変化に影響せざるをえないこ

とは否めな九、だろう。

だが，本稿でみた如く，終身雇用制や年功序

列制は，所詮日本的経営のより基軸的な中心で

ある集団主義的組織編成をより効果的に働かせ

るための補強装置にすぎないのである。むろ

ん，年功賃金カーブがより緩やかになるとか，

選択定年制が導入されるとか，さらには「良好

な雇用機会」に恵まれた従業員部分を低成長経

済の中で相対的に縮少していくといったこと

は，補強装置レベルとはいえ，日本的経営をゆ

さぶる要因にはちがし、なし、。だが， 日本的経営

の基盤ともいうべき集団主義的組織編成の根は

意外と深く，若年層の意識変化もこのレベルで

は未だ基本的なものとは思えない。従って，上

記のような客観条件の変化にも拘らず，日本的

経営の根幹的なものはなお大きくは変化するこ

となく，いくつかの試行錯誤的な部分的手直し

がくり返えされる程度にとどまるだろうと予測

するのが最も現実的でありそうである。だが，

同時にこうした過程で、日本的経営の活力が徐々

に衰えていくことはないか，あるいは先端技術

産業その他の新しい産業領域で， 日本的経営の

組織編成のありょうを大きく変えるような動き

が生れはしなし、かといった点をそれなりに注目

しておく必要はありそうである。

だが， このような国内的条件の変化以上に気

になるのは貿易摩擦等を通して出てくる外部条

件の変化である。

とくに， この面で金融自由化，資本市場の開

放の動きがどこまで進みうるかがもっとも注目

されるべきところといえそうである。

なんとなれば， この領域での事態の変化は，

わが国に伝統的な資本市場の閉鎖性をつき破

仇これを通して低配当政策及短期利益率極大

化の側圧からの解放といった日本的経営にとっ
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て決定的に重要な環境条件そのものをゆるがす

可能性をはらんでいるからである。

すでに，最近のある研究は39) 金融自由化の

なかでの金利の一般的上昇，株式の時価発行の

普及等によって株式利廻りの相対的優位がくず

れ始め「株式会社自体に対し，株式のもつ収益

性(配当政策，プレミアム還元問題)という側

面を改めて見直させる契機J40) が作り出されつ

つあることを告げている。

もちろん，わが国資本市場の特殊性は，基本

的には，法人持合を軸とした法人資本主義的構

造によって支えられており，こうした法人持合

39) 40)松下優「戦後日本の金融構造と法人化現象」
『証券経済~ 1984年6月。

は，先にあげた中谷氏の研究によっても示され

ている通り，資本自由化を契機にしてかえって

進められており， 日本側のガードには極めて堅

いものがあることも事実である。

その点をみれば， この側面からくる変化も容

易には日本的経営の根幹をゆさぶるほどにはな

りえないと見えるかもしれなL、。だが，それは

それで， 日米摩擦を一層激化させる要因ともな

ることが考えられ，そうした意味でもこの辺の

推移を見守ることがさらに肝要となってくると

いうことができそうである。




